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区の事務所が分掌する事務を定める条例の検討状況について 

１ 地方自治法の一部改正等について 

第 30次地方制度調査会の答申において、住民に身近な行政サービスを住民により近い単位で提供す

る「都市内分権」によって住民自治を強化するために、区の役割を拡充すべきである、と指摘された

ことを踏まえ、地方自治法が一部改正されました。 

（１）地方自治法の一部改正の内容 

地方自治法の一部を改正する法律（平成 26 年 5 月 30 日公布）により、指定都市制度の見直しが

行われ、区の役割の拡充として、 

・区の事務所が分掌する事務を条例で定める 

・区に代えて総合区を設け、議会の同意を得て選任される総合区長（特別職）を置くことができ

るようにする 

こととされました。（資料１「地方自治法の一部を改正する法律の概要」） 

また、法の施行日については、地方自治法の一部を改正する法律の施行期日を定める政令（平成

27年 1月 30日公布）により、平成 28年 4月 1日とされました。 

○ 地方自治法の一部を改正する法律新旧対照表（抜粋） 

 改正後 現行  

 （区の設置） 

第二百五十二条の二十 （略） 

２ 区の事務所又はその出張所の位置、名称

及び所管区域並びに区の事務所が分掌す

る事務は、条例でこれを定めなければなら

ない。 

（区の設置） 

第二百五十二条の二十 （略） 

２ 区の事務所又はその出張所の位置、名称

及び所管区域は、条例でこれを定めなけれ

ばならない。 

 

○ 地方自治法の一部を改正する法律の施行期日を定める政令（平成 27年 1月 30日公布） 

 地方自治法の一部を改正する法律の施行期日は、平成二十八年四月一日とする。  

 

（２）総務大臣通知 

この法改正にあたっては、総務大臣から各指定都市市長及び各指定都市議会議長あてに通知  

が出されており、指定都市の区に関する事項としては、次のような留意点が示されています。（資料

２「地方自治法の一部を改正する法律の公布について」） 

  ア 指定都市においては、単に現在区の事務所が分掌している事務を機械的に規定するのではなく、

どのような区のあり方がふさわしいか十分に検討した上で立案する必要があること 

イ 指定都市の議会においても、条例の制定について議決する際には、同様に、どのような区のあ

り方がふさわしいか十分に議論することが重要であること 

ウ 総合区の設置の要否及び議会における区を単位として調査・審査等を行う仕組みの設置の要否

についても併せて議論することが望ましいこと 

（裏面あり） 
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２ 区の事務所が分掌する事務を定める条例の検討状況について 

（１）区のあり方に関する検討 

総務大臣通知にも記載されていた、その前提となる「区のあり方」に関する議論については、平

成 27 年５月 25 日付けで、議長から大都市行財政制度特別委員会の委員長に対して、どのような区

のあり方がふさわしいか等について、これまでの委員会での議論も踏まえ、検討するよう依頼がさ

れました。（資料３「指定都市の区に関する事項の検討について」） 

 

（２）大都市行財政制度特別委員会での検討状況 

大都市行財政制度特別委員会は、平成 27年 6月 5日以降、これまでに４回開催されています。 

各委員会での議論の内容等は下表のとおりですが、8月 6日開催の委員会において、正副委員長か

ら各委員の発言を踏まえて、論点整理（案）が示されました。（資料４「指定都市の区に関する事項

の検討に係る論点整理（案）」）    

  ○ 大都市行財政制度特別委員会での検討状況等 

 日付 内容 議事の概要 

１ 6月 5日 
新たな大都市制度の創設に向け

た検討状況等について 

・指定都市の区に関する事項について検討

を行うことについて了解 

２ 7月 9日 区の現状等について 
・区の現状等に係る要求資料の説明及び質

疑応答 

３ 8月 6日 区のあり方等について 
・要求資料の説明及び質疑応答 

・正副委員長から論点整理案を提示 

４ 9月 2日 市内視察 ・鶴見区役所及び鶴見土木事務所の視察 

５ 9月下旬 
参考人招致 

区のあり方等について 
 

６ 11 月上旬 検討結果報告書案の検討  

７ 11 月中旬 検討結果報告書の決定  

※ 上記の日付と内容については、7月 9日の委員会配付資料に基づくものです。 

 

（３）今後のスケジュール 

大都市行財政制度特別委員会の検討結果報告書の内容を踏まえ、区の事務所が分掌する事務を定

める条例について十分検討を行い、平成 28年市会第 1回定例会において議案を提出する予定です。 



○ 指定都市都道府県調整会議の設置

・指定都市及び都道府県の事務の処理について連絡調整を行うために必要な
協議をする指定都市都道府県調整会議を設置することとする（第252条の21の2関係）

・指定都市の市長又は都道府県知事は、協議を調えるため必要と認められる
ときは、総務大臣に対し、指定都市都道府県勧告調整委員の意見に基づき、
必要な勧告を行うよう申し出ることができることとする（第252条の21の3関係）

３．新たな広域連携の制度の創設

１．指定都市制度の見直し

地方自治法の一部を改正する法律の概要

地方公共団体の組織及び運営の合理化を図るため、地方制度調査会の答
申（平成25年6月25日）を踏まえ、指定都市について区の事務所が分掌す

る事務を条例で定めることとするほか、中核市制度と特例市制度の統合、
地方公共団体が相互に連携する際の基本的な方針等を定める連携協約制度
の創設等の措置を講ずる。

○ 区の役割の拡充

・区の事務所が分掌する事務を条例で定めることとする（第252条の20第2項関係）

・市長の権限に属する事務のうち主として総合区の区域内に関するものを
処理させるため、区に代えて総合区を設け、議会の同意を得て選任され
る総合区長を置くことができることとする（第252条の20の2関係）

２．中核市制度と特例市制度の統合

・特例市制度を廃止し、中核市の指定要件を「人口２０万以上の市」に変更
するとともに、現在の特例市に係る必要な経過措置等を設けることとする
（第252条の22第1項、旧第2編第12章第3節、附則第3条等関係）

○ 「連携協約」制度の創設

・普通地方公共団体は、他の普通地方公共団体と連携して事務を処理する
に当たっての基本的な方針及び役割分担を定める連携協約を締結できる
こととする（第252条の2関係）

・連携協約に係る紛争があるときは、自治紛争処理委員による処理方策の
提示を申請することができることとする（第251条の3の2、第252条の2第7項関係）

４．その他

・認可地縁団体が所有する不動産に係る登記の特例を創設する
（第260条の38、第260条の39関係）

○ 「事務の代替執行」制度の創設

・普通地方公共団体は、その事務の一部を、当該普通地方公共団体の名に
おいて、他の普通地方公共団体の長等に管理・執行させること（事務の
代替執行）ができることとする（第252条の16の2～第252条の16の4関係）

５．施行期日

・１は公布日から２年以内で政令で定める日、２、４は平成27年４月１日、
３は公布日から６月以内で政令で定める日
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大都市制度の見直しについて

(2) 指定都市都道府県調整会議の設置【「二重行政」の解消】

① 指定都市及び都道府県の事務処理を調整するための協議の場として、指定都市都道府県調整会議を
設置する

② 市長又は知事は、協議を調えるため必要と認められるときは、総務大臣に対し、指定都市都道府県勧
告調整委員の意見に基づき、必要な勧告を行うよう申し出ることができることとする

(1) 区の役割の拡充【「都市内分権」による住民自治の強化】

① 区の事務所が分掌する事務を条例で定める

② 区に代えて総合区を設け、議会の同意を得て選任される総合区長（特別職）を置くことができるように
する。

１ 指定都市制度の見直し

２ 中核市・特例市の統合

○ 中核市の指定要件を「人口２０万以上の市」に変更することにより、中核市・特例市を統合する
（現在の特例市については必要な経過措置等を設ける）

※ この他、都道府県から指定都市へ事務・権限を移譲 （県費負担教職員の定数の決定、病院の開設許可、都市計画区
域の整備、開発及び保全の方針（都市計画マスタープラン）に関する都市計画の決定 ほか） → 別途、第４次分権一括
法において措置

2

sysmente
長方形



区の事務所が分掌する事務を定める条例について

① 単に現在区の事務所が分掌している事務を機械的に規定するのではなく、どのような区のあり方がふさわしいか十分に検討
した上で立案する必要

② 指定都市の議会においても、条例の制定について議決する際には、同様に、どのような区のあり方がふさわしいか十分に議
論することが重要

③ 総合区の設置の要否及び議会における区を単位として調査・審査等を行う仕組みの設置の要否についても併せて議論するこ
とが望ましい

留意事項

（区の設置）
第二百五十二条の二十 （略）
２ 区の事務所又はその出張所の位置、名称及び所管区域並びに区の事務所が分掌する事務は、条例でこれを定めなければな
らない。
(後略）

地方自治法改正法（H26.5.30公布）

【施行前】

市長 チェック 市議会

区長

区事務所
分掌事務規則

局（直近下位）
分掌事務条例

チェック

【施行後】

市長 チェック 市議会

チェック

※施行は、公布の日から起算して２年以内に政令で定める日

区長 区長局長 局長 局長 区長

区事務所
分掌事務条例

局（直近下位）
分掌事務条例

区長 区長局長 局長 局長
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総行行第  ８７  号 

総行住第  ５１  号 

総 行 市 第 １ ７ ９ 号 

平成２６年５月３０日 

 

 

 各 都 道 府 県 知 事   

 各都道府県議会議長 

 各 指 定 都 市 市 長 

 各指定都市議会議長   

 

 

総  務  大  臣 

（公 印 省 略）  

 

 

地方自治法の一部を改正する法律の公布について（通知） 

 

 

 地方自治法の一部を改正する法律（平成２６年法律第４２号。以下「改正法」とい

う。）は、平成２６年５月３０日に公布され、下記第６に掲げる日から施行すること

とされました。 

 貴職におかれては、下記事項にご留意の上、その円滑な施行に向け、格別の配慮を

されるとともに、各都道府県知事におかれては、貴都道府県内の指定都市を除く市町

村長及び市町村議会議長に対してもこの旨周知願います。 

なお、地域の元気創造プラットフォームにおける調査・照会システムを通じて、各

市町村に対して、本通知についての情報提供を行っていることを申し添えます。 

 また、改正法の施行に伴い、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下

「施行令」という。）についても、改正法の当該規定の施行の日（改正法の公布の日

から起算して６月若しくは２年を超えない範囲内において政令で定める日又は平成２

７年４月１日）までに所要の改正を行うこととしており、施行令に係る留意事項につ

いては、別途通知する予定です。 

 なお、本通知は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第

２４５条の４第１項に基づく技術的な助言であることを申し添えます。 

 

記 

 

第１ 指定都市の区に関する事項 

  １ 区の事務所の分掌事務 

殿 
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      区の事務所が分掌する事務については、条例で定めるものとされたこと。（法

第２５２条の２０第２項関係） 

指定都市においては、第１の改正の趣旨が、区の役割を拡充し、住民自治を強

化しようとするものであることを踏まえ、区の事務所が分掌する事務を定める条

例について、単に現在区の事務所が分掌している事務を機械的に規定するのでは

なく、どのような区のあり方がふさわしいか十分に検討した上で立案する必要が

あること。また、指定都市の議会においても、条例の制定について議決する際に

は、同様に、どのような区のあり方がふさわしいか十分に議論することが重要で

あること。 

加えて、区の役割を拡充し、区を単位とする住民自治の機能を強化する観点か

ら、下記２の総合区の設置の要否及び下記３の議会における区を単位として調査

・審査等を行う仕組みの設置の要否についても併せて議論することが望ましいこ

と。 

  ２ 総合区制度 

   (1) 指定都市は、その行政の円滑な運営を確保するため必要があると認めるとき

は、市長の権限に属する事務のうち特定の区の区域内に関するものを総合区長

に執行させるため、条例で、当該区に代えて総合区を設け、総合区の事務所又

は必要があると認めるときはその出張所を置くことができるものとされたこと。

（法第２５２条の２０の２第１項関係） 

総合区は、指定都市の一部の区域に設置することも、全域に設置することも、

また設置しないことも、いずれも可能であることを踏まえ、指定都市において

は、どのような区のあり方がふさわしいか十分に議論し、総合区の設置の要否

について検討する必要があること。 

   (2) 総合区の事務所又はその出張所の位置、名称及び所管区域並びに総合区の事

務所が分掌する事務は、条例でこれを定めなければならないものとされたこと。

（法第２５２条の２０の２第２項関係） 

   (3) 総合区にその事務所の長として総合区長を置くものとし、総合区長は、市長

が議会の同意を得てこれを選任するものとされたこと。（法第２５２条の２０

の２第３項及び第４項関係） 

   (4) 総合区長の任期は、４年とするものとされたこと。ただし、市長は、任期中

においてもこれを解職することができるものとされたこと。（法第２５２条の

２０の２第５項関係） 

   (5) 総合区長は、総合区の区域に係る政策及び企画をつかさどるほか、法律若し

くはこれに基づく政令又は条例により総合区長が執行することとされた事務及

び市長の権限に属する事務のうち主として総合区の区域内に関するもので次に

掲げるものを執行し、これらの事務の執行について当該指定都市を代表するも

のとされたこと。（法第２５２条の２０の２第８項関係） 

      ア 総合区の区域に住所を有する者の意見を反映させて総合区の区域のまちづ

くりを推進する事務（法律若しくはこれに基づく政令又は条例により市長が



執行することとされたものを除く。） 

      イ 総合区の区域に住所を有する者相互間の交流を促進するための事務（法律

若しくはこれに基づく政令又は条例により市長が執行することとされたもの

を除く。） 

      ウ 社会福祉及び保健衛生に関する事務のうち総合区の区域に住所を有する者

に対して直接提供される役務に関する事務（法律若しくはこれに基づく政令

又は条例により市長が執行することとされたものを除く。） 

      エ アからウまでに掲げるもののほか、主として総合区の区域内に関する事務

で条例で定めるもの 

   (6) 総合区長は、総合区の事務所又はその出張所の職員を任免するものとされた

こと。ただし、指定都市の規則で定める主要な職員を任免する場合においては、

あらかじめ、市長の同意を得なければならないものとされたこと。（法第２５

２条の２０の２第９項関係） 

   (7) 総合区長は、歳入歳出予算のうち総合区長が執行する事務に係る部分に関し

必要があると認めるときは、市長に対し意見を述べることができるものとされ

たこと。（法第２５２条の２０の２第１０項関係） 

   (8) 総合区の区域内において選挙権を有する者は、その代表者から、市長に対し、

総合区長の解職の請求をすることができるものとされたこと。（法第８６条第

１項関係） 

 ３ その他 

指定都市の議会においては、区を単位とする行政に住民の意思をより一層反映

させる観点から、区単位の議会の活動が重要であることを踏まえ、地域の実情に

応じて、一又は複数の区を単位とする常任委員会を置くなど、区を単位として調

査・審査等を行う仕組みを設けることも考えられること。 

 

第２ 指定都市都道府県調整会議の設置に関する事項 

  １  指定都市都道府県調整会議 

   (1) 指定都市及び当該指定都市を包括する都道府県（以下「包括都道府県」とい

う。）は、指定都市及び包括都道府県の事務の処理について必要な協議を行う

ため、指定都市都道府県調整会議を設けるものとされたこと。（法第２５２条

の２１の２第１項関係） 

指定都市都道府県調整会議は、第２に関する規定の施行により、いわば自動

的に設置されていることになるものであるが、開催回数や開催頻度等の会議の

運営に関し必要な事項は、地域の実情に応じて、指定都市都道府県調整会議で

定めるものであること。 

なお、現在、指定都市と包括都道府県の間で会議が設置されている場合につ

いては、当該会議が、改正法により設けるものとされた指定都市都道府県調整

会議と同様の性質を持つものであれば、当該会議を指定都市都道府県調整会議

として位置付けることも可能であること。 



また、一の都道府県内に複数の指定都市がある場合、改正法により設けるも

のとされた指定都市都道府県調整会議は各々の指定都市と包括都道府県の間で

設けることとなるが、協議内容が互いに関連するなど、関係地方公共団体が適

当と認める場合にあっては、同時に開催することも考えられること。 

   (2) 指定都市都道府県調整会議は、指定都市の市長及び包括都道府県の知事をも

って構成するものとし、指定都市の市長及び包括都道府県の知事は、必要と認

めるときは、協議して、指定都市の議会の代表者、包括都道府県の議会の代表

者等を構成員として加えることができるものとされたこと。（法第２５２条の

２１の２第２項及び第３項関係） 

    指定都市都道府県調整会議の構成員については、衆議院総務委員会附帯決議

（平成２６年４月２４日）及び参議院総務委員会附帯決議（平成２６年５月２

０日）において指定都市と都道府県それぞれの執行機関と議会が共に参画する

ことが協議の実効性を高める上で重要であるとされたことを踏まえ、地域の実

情や協議事項等に応じて必要な者を加えるなど適切に運用されたいこと。 

   (3) 指定都市の市長又は包括都道府県の知事は、法第２条第６項又は第１４項の

規定の趣旨を達成するため必要があると認めるときは、指定都市の市長にあっ

ては包括都道府県の事務に関し当該包括都道府県の知事に対して、包括都道府

県の知事にあっては指定都市の事務に関し当該指定都市の市長に対して、指定

都市都道府県調整会議において協議を行うことを求めることができるものとし、

求めを受けた指定都市の市長又は包括都道府県の知事は、当該求めに係る協議

に応じなければならないものとされたこと。（法第２５２条の２１の２第５項

及び第６項関係） 

  ２ 指定都市と包括都道府県の間の協議に係る勧告 

   (1) 指定都市の市長又は包括都道府県の知事は、１の(3)による求めに係る協議

を調えるため必要があると認めるときは、総務大臣に対し、文書で、当該指定

都市及び包括都道府県の事務の処理に関し当該協議を調えるため必要な勧告を

行うことを求めることができるものとされたこと。（法第２５２条の２１の３

第１項関係） 

指定都市と都道府県の間の二重行政の問題については、そのほとんどが、指

定都市都道府県調整会議における当事者間の真摯な協議によって解決されるこ

とが望ましいものであり、上記勧告の求めは、万が一協議が進まず、第三者の

調整により事態の打開を図る必要があると指定都市の市長又は包括都道府県の

知事が判断し、議会の議決を経た場合に限り行うことを可能とするものである

こと。 

   (2) 総務大臣は、(1)による勧告の求め（以下「勧告の求め」という。）があっ

た場合においては、これを国の関係行政機関の長に通知するとともに、指定都

市都道府県勧告調整委員を任命し、当該勧告の求めに係る総務大臣の勧告につ

いて意見を求めなければならないものとされたこと。（法第２５２条の２１の

３第５項関係） 



   (3) (2)により通知を受けた国の関係行政機関の長は、総務大臣に対し、文書で、

当該勧告の求めについて意見を申し出ることができるものとし、総務大臣は、

意見の申出があったときは、当該意見を指定都市都道府県勧告調整委員に通知

するものとされたこと。（法第２５２条の２１の３第６項及び第７項関係） 

   (4) 総務大臣は、指定都市都道府県勧告調整委員から意見が述べられたときは、

遅滞なく、指定都市の市長及び包括都道府県の知事に対し、法第２条第６項又

は第１４項の規定の趣旨を達成するため必要な勧告をするとともに、当該勧告

の内容を国の関係行政機関の長に通知し、かつ、これを公表しなければならな

いものとされたこと。（法第２５２条の２１の３第８項関係） 

  ３ 指定都市都道府県勧告調整委員 

   (1) 指定都市都道府県勧告調整委員は、２の(2)による総務大臣からの意見の求

めに応じ、総務大臣に対し、勧告の求めがあった事項に関して意見を述べるも

のとされたこと。（法第２５２条の２１の４第１項関係） 

   (2) 指定都市都道府県勧告調整委員は、３人とし、事件ごとに、優れた識見を有

する者のうちから、総務大臣がそれぞれ任命するものとされたこと。（法第２

５２条の２１の４第２項関係） 

 

第３ 中核市制度と特例市制度の統合に関する事項 

  １ 中核市の指定の要件を人口２０万以上とするものとされたこと。（法第２５２

条の２２第１項関係） 

  ２ 特例市に関する規定を削除するものとされたこと。（改正前の法第２編第１２

章第３節関係） 

３ 第３に関する規定の施行の際現に特例市である市（指定都市又は中核市に指定

された市を除く。以下「施行時特例市」という。）については、第３に関する規

定の施行の日から起算して５年を経過する日までの間は、人口２０万未満であっ

ても、中核市として指定することができるものとされたこと。（改正法附則第３

条関係） 

  ４ 施行時特例市については、関係法律において、施行時特例市が現に処理するこ

ととされている事務を第３に関する規定の施行後においても引き続き処理するも

のとされたこと。（改正法附則第３４条、第４１条、第４６条、第４８条、第５

２条、第５５条、第５９条、第６４条、第６９条、第７３条及び第７５条関係） 

５ 中核市への移行にあたっては、事務移譲に伴う人的支援、財政措置に関し、都

道府県と移行を目指す市の間で十分な調整を行うことが重要であり、市において

適切な事務処理体制を構築するため、都道府県から市へ職員を派遣することなど、

都道府県において地域の実情を踏まえた運用上の工夫を行うことが望ましいこと。 

 

第４ 連携協約制度等の創設に関する事項 

  １ 連携協約制度 

   (1) 普通地方公共団体は、当該普通地方公共団体及び他の普通地方公共団体の区



域における当該普通地方公共団体及び当該他の普通地方公共団体の事務の処理

に当たっての当該他の普通地方公共団体との連携を図るため、協議により、当

該普通地方公共団体及び当該他の普通地方公共団体が連携して事務を処理する

に当たっての基本的な方針及び役割分担を定める協約（以下「連携協約」とい

う。）を当該他の普通地方公共団体と締結することができるものとされたこと。

（改正後の法（以下「新法」という。）第２５２条の２第１項関係） 

連携協約は、都道府県と市町村の間や異なる都道府県の区域に所在する市町

村の間など、いかなる地方公共団体の間においても締結することが可能である

ことから、地方中枢拠点都市圏において圏域の中心都市が、経済、社会、文化

又は住民生活等において密接な関係を有する異なる都道府県の区域に所在する

市町村との間で締結することや、条件不利地域の市町村が都道府県との間で締

結することなど、地域の実情に応じて有効に活用されたいこと。 

   (2) 連携協約を締結した普通地方公共団体は、当該連携協約に基づいて、当該連

携協約を締結した他の普通地方公共団体と連携して事務を処理するに当たって

当該普通地方公共団体が分担すべき役割を果たすため必要な措置を執るように

しなければならないものとされたこと。（新法第２５２条の２第６項関係） 

連携協約に基づき、事務の委託等により事務の共同処理を行う場合は、地方

自治法等に定められるそれぞれの事務の共同処理制度の規定に基づき規約を定

める必要があるが、連携協約とその他の規約を一体的に協議し、これらについ

て併せて議会の議決を経るなど、運用上の工夫を行うことが可能であること。 

   (3) 連携協約を締結した普通地方公共団体相互の間に連携協約に係る紛争がある

ときは、当事者である普通地方公共団体は、都道府県が当事者となる紛争にあ

っては総務大臣、その他の紛争にあっては都道府県知事に対し、文書により、

自治紛争処理委員による当該紛争を処理するための方策（以下「処理方策」と

いう。）の提示を求める旨の申請をすることができるものとされたこと。（新

法第２５２条の２第７項関係） 

   (4) 総務大臣又は都道府県知事は、(3)により普通地方公共団体から自治紛争処

理委員による処理方策の提示を求める旨の申請があったときは、法第２５１条

第２項の規定により自治紛争処理委員を任命し、処理方策を定めさせなければ

ならないものとされたこと。（法第２５１条の３の２第１項関係） 

   (5) 自治紛争処理委員は、処理方策を定めたときは、これを当事者である普通地

方公共団体に提示するとともに、その旨及び当該処理方策を総務大臣又は都道

府県知事に通知し、かつ、これらを公表しなければならないものとされたこと。

（法第２５１条の３の２第３項関係） 

   (6) (5)により処理方策の提示を受けたときは、当事者である普通地方公共団体

は、これを尊重して必要な措置を執るようにしなければならないものとされた

こと。（法第２５１条の３の２第６項関係） 

処理方策の提示を受けた普通地方公共団体は、その内容に従う法的な義務を

負うものではないが、これを尊重して必要な措置を執るようにしなければなら



ないこととされていることを踏まえ、当該普通地方公共団体においては、当該

処理方策の内容を尊重し、適切に紛争の解決を図られたいこと。 

  ２ 事務の代替執行制度 

   (1) 普通地方公共団体は、他の普通地方公共団体の求めに応じて、協議により規

約を定め、当該他の普通地方公共団体の事務の一部を、当該他の普通地方公共

団体又は当該他の普通地方公共団体の長若しくは同種の委員会若しくは委員の

名において管理し及び執行すること（以下「事務の代替執行」という。）がで

きるものとされたこと。（法第２５２条の１６の２第１項関係） 

事務の代替執行は、市町村の間において行う場合のほか、条件不利地域の市

町村において近隣に事務の共同処理を行うべき市町村がない場合等において、

市町村優先の原則や行政の簡素化・効率化という事務の共同処理制度の立法趣

旨を踏まえつつ、都道府県が事務の一部を当該市町村に代わって処理すること

ができるようにすることを念頭に制度化されたものであり、地域の実情に応じ

て、適切に運用されたいこと。 

   (2) 普通地方公共団体が他の普通地方公共団体又は他の普通地方公共団体の長若

しくは同種の委員会若しくは委員の名において管理し及び執行した事務の管理

及び執行は、当該他の普通地方公共団体の長又は同種の委員会若しくは委員が

管理し及び執行したものとしての効力を有するものとされたこと。（法第２５

２条の１６の４関係） 

上記の事務の代替執行の効果を踏まえ、事務の代替執行をする事務（以下

「代替執行事務」という。）の処理について適切に意思疎通が図られるよう、

代替執行事務の処理状況の報告や代替執行事務の処理方法についての協議を定

期的に行うこと等をあらかじめ規約に定めておくことが望ましいこと。 

また、代替執行事務の処理権限は事務の代替執行の求めを行った普通地方公

共団体に残ることになるため、当該普通地方公共団体の議会は、代替執行事務

の処理状況について必要な調査・審査等を行うものであること。 

 

第５ 認可地縁団体が所有する不動産に係る登記の特例に関する事項 

      認可地縁団体が所有する不動産のうち一定の要件を満たすものについて、市町

村長が公告手続を経て証明書を発行することにより、認可地縁団体が単独で当該

認可地縁団体を登記名義人とする当該不動産の所有権の保存又は移転の登記の申

請をすることを可能とする特例を設けるものとされたこと。（新法第２６０条の

３８及び第２６０条の３９関係） 

   当該特例措置は、認可地縁団体から市町村長への申請に基づいて行うものであ

り、市町村長は、申請の際に当該認可地縁団体から提出される不動産の所有状況

等に関する疎明資料を確認し、当該申請を相当と認める場合に公告手続に移るも

のであること。また、法第２６０条の２第１項の市町村長の認可を受けていない

地縁団体が特例適用の対象となる不動産を有する場合にあっては、同項の認可を

受けたうえで、特例適用を申請することが可能であること。 



 

第６ 施行期日 

改正法は、公布の日から起算して２年を超えない範囲内において政令で定める日

から施行するものとされたこと。ただし、第４に関する規定については公布の日か

ら起算して６月を超えない範囲内において政令で定める日から、第３及び第５に関

する規定については平成２７年４月１日から施行するものとされたこと。（改正法

附則第１条関係） 

 

 



 
平成２７年５月２５日 

 
大都市行財政制度特別委員会  
委員長 渡 邊 忠 則 様  
 
 

横浜市会議長 佐 藤 祐 文  
 
 

指定都市の区に関する事項の検討について（依頼）  
 

区の事務所が分掌する事務について条例で定めると規定した地方自治法の一

部を改正する法律が平成２８年４月１日から施行されます。この条例を議決する

際には、まず、どのような区のあり方がふさわしいか等について、十分に議論す

ることが必要です。  
ついては、これまでの大都市行財政制度特別委員会での議論も踏まえ、検討い

ただくよう依頼します。  
 

大都市行財政制度特別委員会  

平 成 2 7 年 ６ 月 ５ 日 (金 ) 
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指定都市の区に関する事項の検討に係る論点整理（案） 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

≪委員の主な発言≫ 

・ 横浜市のこれまでの先駆的な区役所機能強化の取組は他の政令市と比べて進んでおり、

各政令市の先頭を切っていけるような議論をするべき。 

・ 土木や福祉関連の区への移譲など、横浜市は進んでいると思う。一体性を考えると全て

を区に移管するのはいかがなものかと思う。 

・ 特別自治市を目指す中、住民自治を強化するから区の機能強化という論理までは共通

認識だが、その後がかみ合わない。当局は何を事務移譲するかという話になるが、どう

区民の意思が反映されるかという意思決定が問題である。 

・ 区に権限移譲しているという割に、区で解決できない事が多い。 

・ 事務権限の区への移譲は今後もしっかりと進めてほしい。 

・ 各区の事情は異なるため、条例への書き方は配慮が必要。 

・ 区の事務分掌条例をつくるにあたり、市民の考え方をどう構築していくのか気になる。

区政における住民参画の仕組みについて条例に取り込めるのか。 

・ 特別自治市における区のあり方での三位一体の取組を事務分掌条例に生かす必要がある。 

・ 住民自治の制度的強化策として、区レベルのプラットフォームと区政における住民参画

の仕組みがそれぞれうまく機能すればいいが、各区の事情もあり、今後の課題と感じる。 
  

区の基本的な役割・機能について 

１．区の役割・機能については、例えば、下記の視点から整理することが必要ではない

か。また、他にどのようなものが考えられるか。 

① 住民に最も身近な総合行政機関として、区民生活に密着した行政サービスを迅速

かつ的確に提供すること 

② 地域の特性に応じた区行政を推進すること 

③ 地域協働を総合的に支援すること 

大都市行財政制度特別委員会 

平 成 2 7 年 ８ 月 ６ 日 (木 ) 
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≪委員の主な発言≫ 

・ 市政の代表権は議会と市長、公選者にしか与えられていないはず。行政区の区長に市政

の代表権はない。規則を変更した方がよい。 

・ 区政の意味合いや定義は何か。 

・ 区長は区民の代表ではない。区長の考えで地域ニーズ反映システムを出されても、区民

のニーズではない場合も多い。 

 
  

区の基本的な役割・機能について 

２．区長は、市長の指揮監督の下、条例・規則等に基づく分掌事務を掌理することを基

本に、位置付けや役割を整理していくべきではないか。 
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≪委員の主な発言≫ 

・ 総合区は住民自治の強化、区の権限の強化の方向性において有効な手段だと理解してい

る。 

・ 区の住民自治強化を考える際に総合区の設置の要否をあわせて議論することが望ましい。 

・ 横浜は特別自治市を目指すリーディングシティであり、国が地方分権の中でできるよう

にしたことについて、横浜市は積極的に考えるべき。 

・ 総合区というメニューが用意されているのに、別のメニューを探すのは違和感がある。

総合区について考えないといけない。 

・ 各区によってそれぞれの課題が相当違う。今ある区のあり方、事務分掌だけきちっとや

って、後はそれぞれの区の課題でやらないと難しい。 

・ 総合区を制度として採用するのか、実質的に近づけていくのか、いずれにしても具体的

にどのように区民ニーズを把握して総合的な調整役として区の役割を果たすのか明確

に出していく必要がある。 

・ 総合区を導入するか否か、ゼロか 100かの議論をしているのではなく、総合区でなけれ

ば答えにならないと言っているのではない。 

・ 課題は総合区の導入で解決すると思うが、総合区の導入でない場合には、相応の対応が

取られる必要がある。 

・ 総合区は一例として参考にとどめて、区の事務分掌としてあるべき姿を探していくのが

よいのではないか。 

・ 総合区は手段であって目的ではない。 

・ 特別自治市という区のあり方をしっかり描きながら事務分掌条例をつくっていかなけれ

ばいけない。ただ今年度の議論はより現実的なところで整理していかなければいけない。 

 

 
  

区の基本的な役割・機能について 

３．総合区に関しては、大都市制度改革の地制調答申を受けて用意された制度である趣

旨を踏まえ、住民自治強化のための手段として使うべきかどうか。 
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≪委員の主な発言≫ 

・ 区局の連携は機能していない。地域の様々な課題を地域ニーズ反映システムでは反映で

きていない。 

・ 区のニーズに対する局の対応は十分ではない。 

・ 各区の要望が違い、区づくり予算が機能していない中では、区自身が将来を見据えた財

政を考えて区の運営をすることがプラスではないか。 
  

区行政推進に係る意思決定システムについて 

４．区だけでは解決できない事案について、局の事務事業や予算に対して、区局連携の

中で、区の役割を発揮するためにはどのようにすればよいか。 
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≪委員の主な発言≫ 

・住民参加がどう機能する仕掛けにするかが重要。①住民の意見を吸い上げる仕掛けと、

②最終的に区のことを決めるガバナンスをそれぞれ分けて、しっかりと区でできる仕組

みをつくればいい。その上で、どういう事務を移譲するかということをやった方がいい。 

・今回の条例制定によって、現状よりも高い住民自治機能、権限が達成されていると想定

していいか。 

・ 住民自治の担保が今後の一番大きな課題。 

・ 地域ニーズ反映システムで要望数に各区のばらつきがある。何が重要課題か区長が決め

ているとのことだが、何が重要課題かを区から聞いたことがない。決定プロセスを改善

する必要がある。 

・ 地域ニーズ反映システムは見直しが必要である。 

・ 地域ニーズ反映システムに、住民の意思を反映させることが住民自治の強化に繋がる。 

・ 地域ニーズ反映システムに議員の意見をということだと、区によっては、日程調整など

も大変。強制力を持たせるなどしないと無理ではないか。そういったことも含めて考え

た方が良い。 

・ 局からの押しつけの事業が自主企画事業となるのではなく、本来は区の独自性でモデル

事業として実施した結果、全市展開するべきものであるはずが、機能していない。区民

に一番身近な区で行われる事業に意見が届かないのが大きな課題。 

・ 区づくり推進費の使い方が本当に個性ある区づくりになっていない。制度疲労が起きて

いるのであれば見直しが必要。 

・ 住民自治を担保する仕組みが現状では薄い。 区づくり推進横浜市会議員会議でも議員

は採決しているわけではない。 

・ 区行政を議員がチェックする機能が足りていない。 

・ 特別職の区長となった場合、財政の調整権の優先順位は区なのか局なのか、今後の議論

で明確にしていくべき。 

  

区行政推進に係る意思決定システムについて 

５．地域の課題や区民の意見・ニーズを的確に把握し、区行政を推進していくための仕

組みなどについてどう考えるか。 



- 6 - 

 
 
 
 
 
 
 
 
≪委員の主な発言≫ 

・ 特別自治市を実現していくための横浜市の戦略と直結していると思う。特別自治市は地

方自治法改正がないと実現しないが、その前段に地制調で議論され認められる必要があ

る。現行の行政区の中での住民自治のあり方を考えなければならず、地制調から投げら

れたボールを返す必要がある。区の事務分掌条例がその回答だと思う。 

・ 区の事務分掌条例と特別自治市との整合性や、国にボールを返すタイミングが求められ

ている。周辺自治体との連携も含め、一部だけでなく全体像として返していくべき。 

・ 特別自治市と住民自治強化は分けて整理すべき。 

・ 特別自治市の方向性で、横浜は各政令市の先頭を切り、意見のまとめ役としてしっかり

取り組むべき。 

 

大都市制度について 

６．特別自治市を見据えつつも、現行制度を前提とした住民自治強化の仕組みについて、

本委員会で議論を行うこととしてはどうか。 
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